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１ 目的 

この要領は、「武蔵村山市プロポーザル方式実施ガイドライン」に基づき、武蔵村

山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業（武蔵村山市立第十小学校及び第

五中学校の照明器具のうち、LED 化未施工の照明器具について、事業の実施により得

られる省エネルギー効果を保証するものとして、LED 化に必要な設計、施工、維持管

理等の包括的なサービスを提供する事業をいう。）委託（以下「本事業」という。）に

伴うプロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）の実施について、必要な事項を

定めるものである。 

 

２ 業務概要 

⑴ 件名 

武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託 

⑵ 業務内容 

「武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託仕様書」のとお

り 

 ⑶ 履行期間 

ア 設計・施工    契約締結日の翌日から令和８年３月３１日まで 

イ 維持管理     令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

⑷ 事業手法 

ギャランティード・セイビングス型 ESCO 事業（自己資金型） 

 

３ 予算(見積り限度額) 

⑴ 第十小学校 

２０，２６２千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

内 訳 

令和７年度        １９，４７０千円 

令和８年度～１０年度      ７９２千円 

  

⑵ 第五中学校 

２４，８８２千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

内 訳 

令和７年度        ２４，０９０千円 

令和８年度～１０年度      ７９２千円 

 

※ 令和７年第１回武蔵村山市議会定例会の議決により、令和７年度武蔵村山市一

般会計予算が成立しなかった場合又は本事業の執行が不可能な程度まで本事業
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に係る予算が減額された場合は、契約を締結しない。議決により減額された額が

本事業の執行が可能な程度の減額にとどまる場合は、別途委託候補事業者と協議

することとし、協議の結果、双方が合意した場合は契約を締結することができる

ものとする。 

 

４ スケジュール（予定） 

年 月 日 内 容 備 考 

令和 7年 2月 18 日(火) 

案件の公示及び実施要領・

仕様書・参加申込書等の配

布（※）、仕様書等に関する

質問受付開始 

ホームページ公開、参加申込

受付開始 

令和 7年 2月 25 日(火) 
仕様書等に関する質問書の

提出期限 
電子メール 

令和 7年 2月 27 日(木) 
仕様書等に関する質問書の

回答期限 

ホームページで公開 

電子メールで回答 

令和 7年 2月 28 日(金) 
案件の公示終了 

参加申込書の提出期限 
ホームページ公開終了 

令和 7年 3月 4日(火) 
第一次審査(参加資格審査)

の結果通知 

3 月 4 日～3 月 11 日を、第一

次審査結果に対する説明期

間とする。 

令和 7年 3月 4日(火) 

見積書・企画提案書の受付

開始、企画提案書等に関す

る質問受付開始 

持参又は郵送 

令和 7年 3月 7日(金) 
企画提案書等に関する質問

書の提出期限 
電子メール 

令和 7年 3月 11 日(火) 
企画提案書等に関する質問

書の回答期限 

ホームページで公開 

電子メールで回答 

令和 7年 3月 21 日(金) 
見積書・企画提案書の受付

終了 
 

令和 7年 3月 25 日(火) 

第二次審査 

（プレゼンテーション審

査） 

（候補者決定） 

一者につき 40 分程度予定 

（説明 30分 質疑 10分） 

令和 7年 3月 26 日(水) 

第二次審査（予備日） 

（プレゼンテーション審

査） 

一者につき 40 分程度予定 

（説明 30分 質疑 10分） 
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（候補者決定） 

令和 7年 3月 27 日(木) 第二次審査結果の通知 

3 月 27 日～4 月 3 日を、第二

次審査結果に対する説明期

間とする。 

令和 7年 4月下旬 契約締結  

※参加申込をした者は、2月 27 日（木）までの間、現地のウォークスルー調査を行う

ことができる。詳細については参加申込後、事務局に問い合わせること。 

 

５ 実施形式 

公募型プロポーザル方式 

 

６ 参加資格 

⑴ 参加者 

ア 本プロポーザルに参加することができる者（以下「参加者」という。）は、本事

業に参加する意欲があり、当該業務についての必要なノウハウを備える単独事業

者もしくはグループ（複数の企業の共同）のいずれかとする。 

イ 複数企業が共同するグループとして参加する場合、その構成員を全て明らかに

した上で、⑵で示す各構成員の役割を分担することとし、各役割を担う構成員は、

⑶で示す役割ごとの資格要件に合致しなければならない。また、構成員のうち事

業役割を担う構成員を代表企業とすること。 

 

 ⑵ 参加者及び各構成員の役割 

ア 参加者は、次の各号に掲げる役割を全て担うよう構成員を配置し、各構成員は

その役割を統括する。  

(ア) 事業役割 

     市との窓口となり、協議及び契約等諸手続を行い、本事業遂行の全ての責

を負う。また、契約内容に関する代表権を持つ。 

  (イ) 設計役割 

     現地調査及び詳細設計に関する業務及び監理に関する業務を全て担う。 

   (ウ) 施工役割 

      施工に関する業務を全て担う。 

   (エ) 維持管理役割 

      維持管理や効果測定などを実施する役割を担う。 

イ 一の役割を複数の構成員が担うことができる。また、一の構成員が複数の役割

を担うこともできる。ただし、事業役割は、代表となる構成員一者のみで担うこ

と。  
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ウ 市との協議及び市の検査等には、事業役割を担う構成員に加え、関連する各構

成員が立ち会うこと。 

 ⑶ 参加者の要件 

参加者は次に掲げる要件を満たしている必要がある。 

 ア 共通事項 

(ア) 武蔵村山市競争入札参加資格を有していること（東京電子自治体共同運

営電子調達サービスに登録があること）。 

(イ) 武蔵村山市競争入札参加資格者指名停止措置要綱による指名停止を受け

ていないこと。 

(ウ) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の

申立て又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生

手続開始の申立てがなされていないこと。 

(エ) 武蔵村山市契約における暴力団排除措置要綱の措置要件に該当しないこ

と。 

(オ) 地方自治法施行令（昭和２２年号外政令第１６号）第１６７条の４第１

項の規定に該当していないこと。 

(カ) 競争入札参加資格審査申請において、提出された書類の記載事項に虚偽

がないこと。 

(キ) 本業務に関する実績及び能力を有し、かつ、実施できること。 

イ 事業役割 

(ク) 本事業の運営、取締りを行うほか、本事業に係る契約に基づく一切の権

限（契約金額の変更、代金の請求及び受領並びに契約の解除に係るものを

除く。）を行使する者として、業務責任者を配置すること。なお、当該責任

者は、直接的な雇用関係にあり、かつ参加表明日において引き続き３か月

以上の雇用関係があること。 

(ケ) 直近５年以内に国又は地方公共団体の ESCO 事業による小・中学校照明

LED 化事業を受託（元受けの場合に限る。）した実績を有すること。 

ウ 設計役割 

(コ) 設計・工事監理業務を適切に行うため、責任者として設備設計一級建築

士、一級建築士、二級建築士、建築設備士、技術士（建設、電気 電子、機

械又は衛生工学）、一級電気工事施工管理技士又はエネルギー管理士のいず

れかの資格者を業務に配置すること。 

エ 施工役割 

(サ) 建設業法（昭和２４年法律第１００）第３条第１項の規定により、電気

工事に係る一般又は特定建設業の許可を受けたものであること。また、建

設業法第２６条に基づく「電気工事業」に係る監理技術者又は国家資格を
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有する主任技術者を配置すること。 

⑷ 参加資格の喪失 

参加申込書の提出時点において要件を満たしていた事業者が契約締結までに

参加資格を有しなくなったときには、その時点で参加資格を失う。グループにつ

いては、各構成員のうち一者でも参加資格を有しなくなったときに、その時点で

参加資格を失う。 

 

７ 募集方法 

本プロポーザルの実施についての公示を市ホームページで行い、参加申込書、仕様

書等説明資料の配布を併せて行う。配布資料は以下のとおり。 

 ⑴ 本要領 

 ⑵ 武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託仕様書 

 ⑶ 施設別既設照明リスト（第９号様式） 

 ⑷ 参加申込に必要な各種様式（９ 参加申込方法を参照） 

 ⑸ 対象施設の施設台帳 

 

８ 優先契約交渉事業者決定方法 

⑴ 公募型プロポーザル方式により選考する。 

⑵ 武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託プロポーザル審査

委員会（以下「審査委員会」という。）の審査に基づき、審査委員会委員長が決定す

る。 

⑶ 選考は、審査基準（後述）に基づき、提出書類、プレゼンテーション及び質疑応

答の審査により行う。 

⑷ 選考の結果、評価点が最も高い参加者を優先契約交渉事業者とし、随意契約の交

渉を行う。 

  ただし、優先契約交渉事業者と合意に至らない場合は、評価点の合計が次に高い

事業者から順に交渉を行う。 

⑸ 評価点の合計が同点の場合は、審査委員の多数決により選定する。 

⑹ 選考の結果は、参加者全てに通知する。 

⑺ 提案事業者が一者のみの場合でも審査を行う。審査委員の評価点の平均が満点の

２分の１未満のときは、優先契約交渉事業者を選定しない。 

 

９ 参加申込方法 

本プロポーザルへの参加を希望する事業者は、参加申込書等を次のとおり提出する

こと。 

なお、提出期限までに参加申込書等の提出がない事業者からの提案は受け付けない。 
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⑴ 提出書類及び部数 

ア 参加申込書（第１号様式） １部 

イ 武蔵村山市競争入札参加資格審査受付票（写し） １部 

ウ 業務実績書（第２号様式） １部 

※「６ 参加資格」⑶イ(ケ)に掲げる業務実績が分かる契約書（表紙）の写しを

添付のこと。 

  エ グループ構成表（第３号様式） １部 

   ※グループで参加の場合 

⑵ 提出期限 

令和７年２月２８日（金） 午後５時（必着） 

 ⑶ 提出方法 

主管課窓口持参、郵送又は電子メールにて提出する。 

  ア 主管課窓口持参の場合 

    土日祝日を除く午前９時から午後５時までに持参。 

  イ 郵送の場合 

    締切日時までに必着のこと。配達や受取日時が証明できる方法による。なお、

提出書類不備のほか、不達及び遅配を原因とし、参加申出者に不利益や損害が生

じても、市はその責を負わない。 

  ウ 電子メールの場合 

メール件名を「【事業者名】武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO

事業委託(参加申込書)」とし、各提出書類をＰＤＦファイルで添付した上で送付

するものとし、送信確認の電話連絡を行うこと。 

⑷ 提出先 

武蔵村山市教育委員会教育部教育総務課教育施設係（所在地等は後述） 

 

10 質問受付及び回答（実施要領・仕様書に関して） 

実施要領・仕様書の内容に関し質問がある場合は、所定の質問書（第７号様式）を

次により提出すること。 

なお、期限までに到達しない質問及び口頭での質問には回答しない。 

⑴ 受付期間 

令和７年２月１８日（火）午前９時から 

令和７年２月２５日（火）午後５時まで（必着） 

⑵ 質問方法 

質問事項は、質問書（第７号様式）に必要事項を記入し、電子メールで提出する

こと。メールの件名は、「【事業者名】武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED

化 ESCO 事業委託（質問書）」とし、送信確認の電話連絡を行うこと。 
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また、グループでの参加者については、事業役割を担う構成員が各構成員の質問

を取りまとめた上で、提出すること。 

⑶ 提出先 

武蔵村山市教育委員会教育部教育総務課教育施設係（所在地等は後述） 

⑷ 回答 

提出された全ての質問と回答について、令和７年２月２７日（木）までに、市ホ

ームページに公開するほか、電子メールで回答する。 

 

11 第一次審査（参加資格審査） 

⑴ 書類審査 

参加申込時の提出書類に不備等がないか審査し、申込事業者全員に対し、参加

資格審査結果通知書（第４号様式）を令和７年３月４日（火）までに、電子メー

ルにより通知する。 

なお、審査結果に係る電話等での問合せには応じないものとする。 

また、結果に対して異議を申し立てることはできない。ただし、参加資格を満

たしていないと通知された参加事業者は、令和７年３月４日（火）から同月１１

日（火）までの期間において、その理由について説明を求めることができる。 

⑵ 留意事項 

提出後の差し替えは認めず、書類は返却しない。 

 

12 企画提案書の作成方法等 

第一次審査において、参加資格を満たし、参加について受け付けた旨の通知を受け

た事業者のみが対象となる。 

⑴ 提出書類 

表紙を第５号様式として企画提案書を提出するものとする。 

 

⑵ 提案に係る方針 

提案書の作成に当たっては、次に掲げる方針を考慮すること。 

ア 別途提供する「施設別照明リスト 兼 電力削減量及び電力使用料金削減額算出

表」（第９号様式）に記載の既設照明の年間電力消費量及び年間電気使用料金を

もとに、本事業によりどのような事業効果が期待されるのかを提案すること。な

お、本事業で省エネルギー化が期待される設備は LED 化未施工の照明のみである

という点に鑑み、事業効果の提案は、既存の照明器具と更新する LED 照明器具と

の比較により導き出される、照明に係る年間電力消費量の削減量及び年間電気使

用料金の削減額を提示することで足りる。 
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年間電力消費量及び年間電気資料料金は下記により算出する。 

年間消費電力量 

＝器具の消費電力×器具数×稼働時間（稼働日数×稼働時間／日） 

 

年間電気使用料金 

 ＝年間消費電力量×電力単価 

 

※稼働時間、電力単価は第９号様式にて市が指定する値を採用すること。 

 

イ 見積り限度額の範囲内で、アで求める内容をできる限り低廉な価格で実現する

こと。 

ウ 令和８年３月３１日（火）までに照明器具更新工事を完成させること。また、

室の状況等を踏まえ、最適な照明器具を導入すること。 

 

⑶ 記載内容 

企画提案書は、「武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託仕

様書」及び「⑵ 提案に係る方針」の内容を十分理解した上で、各社の公平な内容

比較を行うために、表１にある項番の順に従って、記載すべき事項の内容に基づい

て作成すること。 

 

【表１】 

項番 項 目 企画提案書に記載すべき事項 

1 
会社概要 

（任意様式） 

会社概要、経営状況等経営規模の妥当性を判断するに当た

り、必要な事項を記載すること。 

2 
本業務の実績

（任意様式） 
本業務と同等の業務を実施した実績内容を記載すること。 

3 

本事業に対す

る基本方針 

（任意様式） 

仕様書や⑵の内容を踏まえ、提案に当たっての基本方針を記

載すること。 

4 

施設別照明リ

スト 兼 電力

削減量及び電

力使用料金削

減額算出表 

（第９号様式） 

更新を提案しようとする既設器具の行の黄色セル（型番、消

費電力、器具単価、取付費）および既存照明撤去工、既存照

明処分費、直接仮設工に必要事項を入力し、学校別の電力使

用削減量、直接工事費を算出する。（なお、調光制御（昼光利

用や人感センサーなど。）が可能な照明器具を採用する場合、

機器仕様図等に記載の消費電力から 20％（小数点第 2 位以

下切り捨て）を除くことができる。（例：34W→27.2W）） 
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5 

使用照明器具

提案書 

（第10号様式） 

様式第 10-1 号には、９号様式に記載した採用予定の LED 照

明器具の型番及び消費電力を記載した一覧表を作成する。ま

た、これらを確認できる機器仕様図等を添付し、様式第 10-

2 号には主な照明器具の選定理由や特徴等を記載する。 

6 

総事業費算出

票 

（第11号様式） 

「照明リスト（施設別電力使用削減量及び直接工事費算出

表）」で算出した施設別の直接工事費を転記するとともに、

黄色セルにその他経費等を記載し、総事業費を算出する。 

年度別、施設別の事業費がわかるようにまとめること。 

7 

事業効果提案

書 

（任意様式） 

第９号、第 11 号様式で算出した電力使用量削減量及び電力

使用料金削減額の数値を用いて、照明器具の更新によりど

のような事業効果が期待できるか、記載すること。 

8 

調査・設計関す

る提案 

（第12号様式） 

現地調査について学校管理者との調整等について記載する

こと。 

詳細設計について適切な器具の選定や器具更新の手法等に

ついて記載すること。 

9 

工事施工に関

する提案 

（第13号様式） 

品質管理、安全管理、緊急時対応等に関する留意点とその

対策等について記載すること。 

10 

施工監理に関

する提案 

（第14号様式） 

工程管理、学校管理者との調整等に関する留意点とその対策

等について記載すること。 

11 

維持管理に関

する提案 

（第15号様式） 

維持管理業務計画、緊急対応、省エネルギー効果の検証方法

等について記載すること。 

維持管理終了後の照明器具の信頼性についても記載するこ

と。 

12 
業務体制表 

（任意様式） 

契約締結後における業務の実施体制（担当者等の氏名、経験

又は担当する業務等）を記載すること。グループとしての参

加者については、各役割ごとの実施体制を記載すること。 

13 
業務工程表 

（任意様式） 
本業務の工程表を記載すること。 

14 
その他 

（任意様式） 

その他、独自の提案があれば、具体的に記載すること。「7 事

業効果提案書」の中に、まとめて記載しても良い。 

 

⑷ 提出期限 

令和７年３月２１日（金）午後５時（必着） 

⑸ 提出部数 
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正本： １部 

副本： ６部 

 ⑹ 提出方法 

主管課窓口持参又は郵送（郵送の場合は、締切日時までに必着のこと。）で提出

するものとし、ファクシミリ又は電子メールによる提出は認めない。 

ア 主管課窓口持参の場合 

    土日祝日を除く午前９時から午後５時までに持参。 

  イ 郵送の場合 

    配達や受取日時が証明できる方法による。なお、提出書類不備のほか、不達及

び遅配を原因とし、参加申出者に不利益や損害が生じても、市はその責を負わな

い。 

 ⑺ 提出先 

武蔵村山市教育委員会教育部教育総務課教育施設係（所在地等は後述） 

⑻ 提出上の留意点  

ア 企画提案書の提出は、１事業者（１グループ）につき１案とする。 

イ 様式は任意であるが、Ａ４版（一部Ａ３版の資料折込使用可）で作成し、ペー

ジ番号を付すこと。  

ウ 正確かつ簡潔な内容とし、提出が求められていない資料を添付する等、過大な

ものとならないよう留意すること。 

なお、カラー印刷での提出も可とする。 

エ 提出後の差替、修正、追加等は認めない。ただし、審査委員会からの要請があ

ったものについてはこの限りではない。 

オ 提出後の書類は返却しない。 

 

13 見積書の提出 

⑴ 企画提案書とは別に、仕様書に記載された要求要件を全て満たした見積書（第６

号様式）を提出すること。 

⑵ 見積書には、事業者の所在地、商号又は名称・代表者肩書、氏名を記入の上、代

表者印を押印すること。 

⑶ 見積限度額（消費税及び地方消費税を含む。）を超えないこと。超えた場合には

失格とする。 

⑷ 提出期限 

令和７年３月２１日（金）午後５時（必着） 

⑸ 提出部数 

正本： １部 

副本： ６部 
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⑹ 提出方法 

主管課窓口持参又は郵送（郵送の場合は、締切日時までに必着のこと。）で提出

するものとし、ファクシミリ又は電子メールによる提出は認めない。 

ア 主管課窓口持参の場合 

    土日祝日を除く午前９時から午後５時までに持参。 

  イ 郵送の場合 

    配達や受取日時が証明できる方法による。なお、提出書類不備のほか、不達及

び遅配を原因とし、参加申出者に不利益や損害が生じても、市はその責を負わな

い。 

⑺ 提出先 

武蔵村山市教育委員会教育部教育総務課教育施設係（所在地等は後述） 

 

14 質問受付及び回答（企画提案書等の提出に関する質問含む） 

実施要領・仕様書の内容や企画提案書等の提出に関し質問がある場合は、所定の質

問書（第７号様式）を次により提出すること。 

なお、期限までに到達しない質問及び口頭での質問には回答しない。 

⑴ 受付期間 

令和７年３月４日（火）午前９時から 

令和７年３月７日（金）午後５時まで（必着） 

⑵ 質問方法 

質問事項は、質問書（第７号様式）に必要事項を記入し、電子メールで提出する

こと。メールの件名は、「【事業者名】武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED

化 ESCO 事業委託（質問書）」とし、送信確認の電話連絡を行うこと。 

また、グループでの参加者については、事業役割を担う構成員が各構成員の質問

を取りまとめた上で、提出すること。 

⑶ 提出先 

武蔵村山市教育委員会教育部教育総務課教育施設係（所在地等は後述） 

⑷ 回答 

提出された全ての質問と回答について、令和７年３月１１日（火）までに、市ホ

ームページに公開するほか、電子メールで回答する。 

 

15 第二次審査（プレゼンテーション審査） 

⑴ 概要 

ア 審査委員会を設置し、プレゼンテーション形式で審査を実施する。 

イ 審査委員は、５名とする。 

⑵ 日時（予定） 
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令和７年３月２５日（火）午前中とし、提案事業者に電子メールにより別途連絡

する。 

なお、同年３月２６日（水）は予備日とする。 

 ⑶ 場所（予定） 

   令和７年３月２５日（火）：武蔵村山市民会館（さくらホール） 研修室 

令和７年３月２６日（水）：中部地区会館（武蔵村山市役所４階） ４０２ＡＢ 

学習室 

⑷ 審査基準 

ア 「16 審査基準」表２の各評価項目に対し、次のとおり１点から５点までの評

価採点を行う。 

評価基準 配点 

特に優れている ５点 

優れている ４点 

普通である ３点 

やや劣っている ２点 

劣っている １点 

 

イ 審査は審査基準に基づき、企業評価及び業務評価の視点から行う。 

ウ 審査委員の採点を合計して平均点を算出し、これに価格評価の点数を加えたも

のを評価点とする。ただし、平均点から±３０点以上の乖離がある採点をした審

査員がいた場合については、これを除いた上で改めて平均点を算出する。評価点

が最も高い事業者を優先契約交渉事業者として決定する。 

なお、「８ 優先契約交渉事業者決定方法」⑺でいうところの、評価点について

も同様の考え方により算出したものとする。 

エ 上記アの企業評価及び業務評価の委員１人当たりの最高点は６５点とし、これ

に価格評価点を加えた７０点を最高評価点とする。 

⑷ 審査方法 

ア 審査委員会においてプレゼンテーション及び質疑応答により審査する。 

イ プレゼンテーションへの参加人数は３人以内（グループとしての参加者につい

ては、各役割につき１人以上、最大６人以内）とし、実際に業務を受託した際に

主として担当する者を出席させること。 

ウ 審査の順番は、原則として企画提案書の受付順とする。 

エ 審査時間は、１事業者につき４０分以内（原則として、プレゼンテーションで

３０分以内及び質疑応答１０分以内）とする。グループでの参加者についても、

同様とする。 

オ プレゼンテーションは、提出した企画提案書を基に行うこととし、追加提案の
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説明や追加資料の配布は認めない。ただし、これらを踏まえた上で、パソコン及

びプロジェクターによるプレゼンテーションは許可する。その場合、パソコン等

の機器は事業者が用意すること。プロジェクター（接続端子は HDMI 又は VGA ケ

ーブル）、スクリーン及び電源タップについては、市が用意するため、使用する

事業者は、企画提案書提出時に申し出ること。 

カ 審査は個別に行い、非公開とする。 

キ 開始時間、会場等詳細は、後日連絡する。 

⑸ 審査結果 

審査結果は、令和７年３月２７日(木)までに電子メールにより第二次審査を受け

た全ての提案事業者に対して、プロポーザル審査結果通知書(第８号様式)により通

知する。 

なお、審査及び審査結果に係る電話等での問合せには応じないものとする。 

また、結果に対して異議を申し立てることはできない。ただし、契約優先交渉事

業者として決定されなかった参加事業者は、令和７年３月２７日(木)から同年４月

３日(木)までの期間において、決定されなかった理由について説明を求めることが

できる。 

 

16 審査基準 

企業評価及び業務評価の審査基準は、表２のとおりとする。重要な項目については、

重みを掛けて採点する。価格評価の配点基準は、表３のとおりとする。 

【表２】 

No 評価項目 評価・着眼点 重み 

1 総合 事業実績等 本事業の委託するにふさわしい

経営規模を有しているかどう

か。 

過去に本事業の業務内容に類似

した照明の LED 化に係る ESCO 事

業を実施したことがあるかどう

か。過去の実績から本事業の確

実な遂行について、期待が持て

るかどうか。 

 

2 独自の提案 業務内容に関する説明が明確で

あり、独自の工夫やノウハウの

活用により、効率的・効果的な事

業効果が期待できるかどうか。 

×２ 

3 設計 使用機器の仕 使用する機器が本事業の仕様に ×２ 
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様・工夫 則ったものとなっているかどう

か。各施設及び各室における照

明に関する環境（学習等にとっ

て快適な輝度、照度）が改善する

ような機器の提案があるかどう

か。 

4 照度の確保 

 

照明の照度は仕様書で求める基

準を満たすようなものかどう

か。基準確保のための工夫（設置

場所の変更や減灯の提案等）が

見られるかどうか。 

 

5 施工 安全性 緊急時の対処方針が整備されて

いるかどうか。 

落下物防止等の安全措置につい

ての対応方法が整理されている

かどうか。 

学校関係者等に危険が生じない

ように配慮された作業計画とな

っているかどうか。 

 

6 施工体制 施工体制について、各工種、各工

程ごとに適した者を選定・配置

して、工事の完遂に支障のない

体制を組もうとしているかどう

か。 

 

7 施工工程 施工工程は、各施設及び各室の

利用状況を踏まえ、学校運営に

支障を来さないように配慮さ

れ、無理・遅延のないものとなっ

ているか。 

 

8 維持管理 効果検証 検証方法について、具体的な方

法が提案されているかどうか。 

 

9 修繕等 維持期間中の設備の不具合への

対応について、早急な対応がで

きるような体制を整えているか

どうか。 

 

10 環境 環境への配慮 提案全般について、地球温暖化  
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対策等、環境に配慮したものと

なっているかどうか。 

11 廃棄等 撤去した器具やランプの処分方

法の提案について、関係法令を

遵守したものとなっているかど

うか。 

 

 

【表３】 

見積額 配点 

見積限度額を超えた場合 失格 

見積限度額と同額 １点 

見積限度額の９９％から９０％ ２点 

見積限度額の８９％から８０％ ３点 

見積限度額の７９％から７０％ ４点 

見積限度額の６９％以下 ５点 

 

17 契約の交渉及び締結 

⑴ 通則 

契約に際しては、契約優先交渉権者と契約に向けた協議を行い、その上で契約手

続を行うが、提案内容が契約に反映されない場合又は協議が調わなかった場合は、

次点交渉事業者との協議に移るものとする。 

⑵ 契約金額 

契約金額は、契約優先交渉事業者から提出された見積額を超えない額とする。 

⑶ 契約内容 

ア 企画提案書等に記載された内容は、契約時の仕様に反映する。 

イ 企画提案書等に記載された内容は、契約後に追加費用なしで実施されるものと

する。 

  ウ 契約期間は令和７年度の契約開始日から令和１１年３月３１日までとする。 

 ⑷ グループ参加者との契約 

ア 委託契約は市と事業役割を担う企業との間で締結する。 

イ 事業役割を担う企業は、それ以外の役割を担う企業と市が指定する時期までに

適正な請負契約等を締結し、その内容について事前に市の承諾を得なければなら

ない。 

 

18 情報公開 

⑴ 情報公開の内容 
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ア 優先契約交渉事業者決定前 

(ア) 実施要領 

(イ) 武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託仕様書 

(ウ) 武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託 

プロポーザル審査委員会要領 

(エ) 既設照明リスト 

イ 優先契約交渉事業者決定後 

(ア) 上記ア(ア)から(エ)までに記載の資料 

(イ) 決定された優先契約交渉事業者及び審査結果（決定された優先契約交渉

事業者以外は匿名とする。） 

⑵ 公開方法 

市ホームページ 

 

19 提出書類の取扱い 

⑴ 提出された全ての書類は、返却しない。 

⑵ 提出後の差替え及び追加・削除は認めない。 

⑶ 市が必要と認めた場合には、追加資料の提出を求めることができる。 

⑷ 企画提案書の著作権は、当該企画提案書等を作成した事業者に帰属するものとし、

提出された書類は、提出した事業者に無断で、本プロポーザルに係る審査以外には

利用しない。 

⑸ 提出書類の内容について不明な点がある場合は、質問する場合がある。 

⑹ 市は企画提案者から提出された企画提案書等について、武蔵村山市情報公開条例

（平成１８年武蔵村山市条例第２０号）の規定による請求に基づき、第三者に開示

することができるものとする。ただし、事業を営む上で、競争上又は事業運営上の

地位その他正当な利益を害すると認められる情報は、非開示となる場合がある。 

なお、本プロポーザルの優先契約交渉事業者決定前において、決定に影響が出る

おそれがある情報については、決定後の開示とする。 

 

20 失格事項 

⑴ 次のいずれかに該当した場合は、その事業者を失格とする。 

ア 参加資格要件を満たしていない場合 

イ 提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事

項等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

エ 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

オ 正当な理由なくプレゼンテーション及び質疑応答に応じなかった場合 
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カ 公示の日から契約締結日までに参加資格要件を欠く事態が生じた場合 

キ 価格見積書の金額が、見積限度額を超過した場合 

 

⑵ ⑴ア及びカについて、グループとしての参加者については、各構成員のうち一者

でも該当した場合、グループとして失格とする。 

 

21 その他 

⑴ 書類の作成、会議への出席に要する費用は、提案事業者の負担とする。 

⑵ 参加申込書の提出後又は企画提案書の提出後に、都合により参加を辞退すること

になった場合は、その旨を速やかに書面（任意様式）により、事務局（後述）宛て

に提出すること。 

⑶ 本プロポーザルは、優先契約交渉事業者を決定することを目的に実施するもので

あり、契約内容においては必ずしも提案内容に沿うものではない。 

⑷ 本プロポーザルは武蔵村山市立第十小学校及び第五中学校 LED 化 ESCO 事業委託

の候補事業者を選定するために、令和７年度武蔵村山市一般会計予算の成立を前提

とした年度前事前準備行為として実施するものである。そのため、当該予算が成立

しなかった場合又は本業務の執行が不可能な程度まで本業務に係る予算が減額さ

れた場合には、本プロポーザルに係る契約の締結は原則として行わない。その場合

であっても、市はそれに伴って生じるいかなる費用も保証しないため、参加に当た

っては十分留意すること。 

 

22 事務局（問合せ先・提出先） 

〒２０８－８５０１ 

武蔵村山市本町一丁目１番地の１ 

武蔵村山市教育委員会教育部教育総務課教育施設係 西・大原 

電 話：０４２－５６５－１１１１（内線４５２） 

電 子 メ ー ル：shisetsu-propo@city.musashimurayama.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


